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Ⅲ 当初予算案の規模

○ 一般会計の規模は （対前年度比 ▲３５４億円（ ▲３.２％））１兆 ７９２億円

• 通常分 １兆 ５６８億円 （対前年度比 ▲３００億円（ ▲２.８％））

• 震災対応分 ２２４億円 （対前年度比 ▲５４億円（▲１９.５％））

○ 総会計の規模は （対前年度比 ▲２０３億円（ ▲１.３％））１兆５,６８１億円

• 通常分 １兆５,４２７億円 （対前年度比 ▲１３９億円（ ▲０.９％））

• 震災対応分 ２５５億円 （対前年度比 ▲６４億円（▲２０.１％））
(単位：百万円)

令和4年度
当初予算額

令和5年度
当初予算額

増減額 増減率

A B C=B-A C/A

一般会計 1,114,640 1,079,206 ▲35,434 ▲3.2% 

通 常 分 1,086,796 1,056,793 ▲30,003 ▲2.8% 

震 災 対 応 分 27,844 22,412 ▲5,431 ▲19.5% 

特別会計 431,589 443,801 12,212 2.8%

通 常 分 427,704 440,890 13,186 3.1%

震 災 対 応 分 3,886 2,911 ▲975 ▲25.1% 

準公営企業会計 7,015 6,655 ▲360 ▲5.1% 

通 常 分 6,919 6,558 ▲361 ▲5.2% 

震 災 対 応 分 96 97 0 0.4%

公営企業会計 35,174 38,454 3,280 9.3%

通 常 分 35,143 38,412 3,269 9.3%

震 災 対 応 分 30 42 12 39.3%

合計(総会計) 1,588,418 1,568,115 ▲20,303 ▲1.3% 

通 常 分 1,556,562 1,542,654 ▲13,909 ▲0.9% 

震 災 対 応 分 31,856 25,462 ▲6,394 ▲20.1% 

【一般会計】

• 一般会計は、１兆７９２億円を計上し、対前年度比３５４億円の減。

• 主な増減要因は、通常分については、新型コロナウイルス感染症拡大防止協

力金の減によるもののほか、軽症者等宿泊療養施設の確保に要する経費の増

額計上などによるもの。

• 震災対応分の主な増減要因は、現時点で見込まれる財政需要に応じて、中小

企業経営安定資金等貸付金や中小企業等復旧・復興支援費を精査し必要額

を計上したことなどによるもの。

【特別会計】

• 特別会計は、４,４３８億円を計上し、対前年度比１２２億円の増。

• 主な増減要因は、公債費特別会計における元金償還金の増や、国民健康保

険特別会計において、普通交付金を計上したことなどによるもの。

【公営企業会計】

• 公営企業会計は、３８５億円を計上し、対前年度比３３億円の増。

• 主な増減要因は、流域下水道事業会計において、建設改良費を増額計上したこ

となどによるもの。



Ⅲ 当初予算案の規模

自主財源

6,256 

(58.0%)

依存財源

4,536 

(42.0%)

県税

3,074 

(28.5%)

諸収入

1,320 

(12.2%)

地方消費税清算金

1,158 

(10.7%)

繰入金

528 

(4.9%)使用料及び手数料

121 

(1.1%)

その他

54 

(0.5%)

国庫支出金

1,819 

(16.9%)

地方交付税

1,535 

(14.2%)

県債

746 

(6.9%)

その他

436 

(4.0%)

一般会計

歳入総額

10,792

(100.0%)

義務的経費

3,602 

(33.4%)

投資的経費

1,226 

(11.4%)

その他の経費

5,965 

(55.3%)

人件費

2,015 

(18.7%)

公債費

1,084 

(10.0%)

扶助費

502 

(4.7%)

普通建設事業費
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400 
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（単位：億円）

令和5年度当初予算(一般会計)・歳入総額 令和5年度当初予算(一般会計)・歳出総額(性質別)

一般会計

歳出総額

10,792

(100.0%)

(11.2%)



Ⅲ 当初予算案の規模

（単位：億円）
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Ⅲ 当初予算案の規模
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Ⅳ 歳入の状況（一般会計）

○ 県税は （対前年度比 ＋２２億円（＋０.７％））３,０７４億円

県税１

• 県税は、３,０７４億円を計上し、対前年度比２２億円の増。県税の歳入全体に占める割合は２８.５％。

• 個人県民税は、令和４年度の実績見込み等を踏まえ、５８０億円を計上し、対前年度比１６億円の減。

• 法人県民税及び法人事業税の法人二税は、景気が緩やかに持ち直していることなどを背景に、９２３億円を計上し、対前年度比５１億円の増。

• 地方消費税は、経済動向を勘案し、８１２億円を計上し、対前年度比２億円の減。

• 軽油引取税は、燃費の改善等による減少が見込まれることを踏まえ、２３７億円を計上し、対前年度比５億円の減。

(単位：百万円)

項 目
令和4年度
当初予算額

令和5年度
当初予算額

増減額 増減率

A B C=B-A C/A

個 人 県 民 税 59,615 58,042 ▲1,573 ▲2.6% 

法 人 二 税 87,247 92,306 5,059 5.8%

地 方 消 費 税 81,461 81,237 ▲224 ▲0.3% 

軽 油 引 取 税 24,174 23,688 ▲486 ▲2.0% 

そ の 他 の 税 52,703 52,127 ▲576 ▲1.1% 

合計 305,200 307,400 2,200 0.7%



Ⅳ 歳入の状況（一般会計）

○ 地方譲与税は （対前年度比 ＋３億円（＋０.８％））４１９億円

地方譲与税３

• 地方譲与税は、４１９億円を計上し、対前年度比３億円の増。地方譲与税の歳入全体に占める割合は３.９％。

• 特別法人事業譲与税は、国の地方財政対策における伸び率などを踏まえて３９４億円を計上し、対前年度比３億円の増。

(単位：百万円)

項 目
令和4年度
当初予算額

令和5年度
当初予算額

増減額 増減率

A B C=B-A C/A

特 別 法 人 事 業 譲 与 税 39,101 39,397 296 0.8%

そ の 他 の 地 方 譲 与 税 2,464 2,483 19 0.8%

合計 41,565 41,880 315 0.8%

地方消費税清算金２

• 地方消費税清算金は、令和４年度の実績見込み等を踏まえ、１,１５８億円を計上し、対前年度比６４億円の増。地方消費税清算金の歳入全体

に占める割合は１０.７％。
(単位：百万円)

項 目
令和4年度
当初予算額

令和5年度
当初予算額

増減額 増減率

A B C=B-A C/A

地 方 消 費 税 清 算 金 109,447 115,813 6,366 5.8%

○ 地方消費税清算金は （対前年度比 ＋６４億円（＋５.８％））１,１５８億円



Ⅳ 歳入の状況（一般会計）

○ 地方交付税は （対前年度比 ▲１９億円（▲１.２％））１,５３５億円

地方交付税４

• 地方交付税は、１,５３５億円を計上し、対前年度比１９億円の減。地方交付税の歳入全体に占める割合は１４.２％。

• 普通交付税は、税収の見通しなどを踏まえ、１,４８６億円を計上し、対前年度比１億円の減。

• 震災復興特別交付税は、現時点で見込まれる財政需要に応じて、中小企業等復旧・復興支援費などを精査し必要額を計上したことを踏まえ、

２９億円を計上し、対前年度比１８億円の減。

• 臨時財政対策債は、国の地方財政対策において抑制が図られたことを踏まえ、１０１億円を計上し、対前年度比４６億円の減。

• 普通交付税と臨時財政対策債を合算した実質的な普通交付税は、１,５８７億円を計上し、対前年度比４７億円の減。
(単位：百万円)

項 目
令和4年度
当初予算額

令和5年度
当初予算額

増減額 増減率

A B C=B-A C/A

普 通 交 付 税 148,700 148,600 ▲100 ▲0.1% 

特 別 交 付 税 2,000 2,000 0 0.0%

震 災 復 興 特 別 交 付 税 4,700 2,900 ▲1,800 ▲38.3% 

合計 155,400 153,500 ▲1,900 ▲1.2% 

（参考）臨時財政対策債を合算した実質的な普通交付税

項 目
令和4年度
当初予算額

令和5年度
当初予算額

増減額 増減率

A B C=B-A C/A

普 通 交 付 税 148,700 148,600 ▲100 ▲0.1% 

臨 時 財 政 対 策 債 14,700 10,100 ▲4,600 ▲31.3% 

合計
（実質的な普通交付税）

163,400 158,700 ▲4,700 ▲2.9% 



Ⅳ 歳入の状況（一般会計）

○ 県債は （対前年度比 ＋５６億円（＋８.１％））７４６億円

県債５

• 県債は、７４６億円を計上し、対前年度比５６億円の増。県債の歳入全体に占める割合は６.９％。

• 普通債は、道路や河川の改良などに充当する公共事業等債や緊急自然災害防止対策事業債を計上したことなどにより、４８５億円を計上し、対

前年度比８３億円の増。

• 災害復旧債は、令和４年７月１５日からの大雨などにより被災した公共土木施設や農業用施設等の災害復旧費を予算化したことなどにより、２６

億円を計上し、対前年度比１３億円の増。

• その他の県債のうち、臨時財政対策債は、国の地方財政対策において抑制が図られたことを踏まえ、１０１億円を計上し、対前年度比４６億円

の減。
(単位：百万円)

令和4年度
当初予算額

令和5年度
当初予算額

増減額 増減率

A B C=B-A C/A

40,164 48,471 8,307 20.7%

1,267 2,577 1,311 103.5%

27,591 23,547 ▲4,043 ▲14.7% 

うち臨時財政対策債 14,700 10,100 ▲4,600 ▲31.3% 

うち行政改革推進債 4,721 5,550 829 17.6%

69,021 74,595 5,574 8.1%

項 目

普 通 債

そ の 他

合計

災 害 復 旧 債



Ⅳ 歳入の状況（一般会計）

○ 国庫支出金は （対前年度比 ▲２２３億円（▲１０.９％） ）１,８１９億円

国庫支出金・諸収入・繰入金６

• 国庫支出金について、感染症対策に必要となる経費を予算化したことにより、新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金を増額計上。ま

た、新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金の減などを踏まえ、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の必要額を精査したこ

となどにより、国庫支出金は、１,８１９億円を計上し、対前年度比２２３億円の減。国庫支出金の歳入全体に占める割合は１６.９％。

• 諸収入は、中小企業経営安定資金等貸付金元金収入の減などにより、１,３２０億円を計上し、対前年度比２３９億円の減。諸収入の歳入全体に

占める割合は１２.２％。

• 繰入金は、地域整備推進基金からの繰入などにより、５２８億円を計上し、対前年度比３億円の減。繰入金の歳入全体に占める割合は４.９％。

また、財源不足を補うため、財政調整基金から１３０億円を取崩し。これにより令和５年度末（※）の財政調整関係基金残高は、財政調整基金が

３９億円、県債管理基金（一般分）が１９７億円の合計２３７億円。

○ 諸収入は （対前年度比 ▲２３９億円（▲１５.３％） ）１,３２０億円

○ 繰入金は （対前年度比 ▲３億円（▲ ０.６％） ）５２８億円

(単位：百万円)

令和4年度
当初予算額

令和5年度
当初予算額

増減額 増減率

A B C=B-A C/A

204,156 181,883 ▲22,273 ▲10.9% 

155,886 131,994 ▲23,892 ▲15.3% 

53,134 52,811 ▲322 ▲0.6% 

う ち 財 政 調 整 基金 14,000 13,000 ▲1,000 ▲7.1% 

国 庫 支 出 金

繰 入 金

諸 収 入

項 目

※令和４年度２月補正予算（第１０号）見込額まで反映
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• 義務的経費は、３,６０２億円を計上し、対前年度比８５億円の減。義務的経費の歳出全体に占める割合は３３.４％。

• 人件費は、職員の定年の引上げによる退職者数の減見込みを反映し、必要となる退職手当を予算化したことなどを踏まえ、２,０１５億円を計上

し、対前年度比１２２億円の減。

• 扶助費は、新型コロナウイルス感染症患者に係る医療費負担金のほか、障害者福祉サービス等に要する負担金を予算化したことなどにより、

５０２億円を計上し、対前年度比２０億円の増。

• 公債費は、償還計画に基づく元金償還金の増などを踏まえ、１,０８４億円を計上し、対前年度比１７億円の増。

Ⅴ 歳出の状況（一般会計）

○ 義務的経費は （対前年度比 ▲８５億円（▲２.３％））３,６０２億円

義務的経費１

(単位：百万円)

令和4年度
当初予算額

令和5年度
当初予算額

増減額 増減率

A B C=B-A C/A

368,655 360,156 ▲8,499 ▲2.3% 

人 件 費 213,710 201,496 ▲12,214 ▲5.7% 

扶 助 費 48,203 50,223 2,020 4.2%

公 債 費 106,741 108,436 1,695 1.6%

義 務 的 経 費

項 目



Ⅴ 歳出の状況（一般会計）

投資的経費２

• 投資的経費は、１,２２６億円を計上し、対前年度比１１６億円の増。投資的経費の歳出全体に占める割合は１１.４％。

• 普通建設事業費は、道路や河川などの公共事業費を増額計上したほか、栗原警察署の新庁舎建設や（仮称）秋保かがやき支援学校の新築整

備に要する経費を予算化したことなどにより、１,１１７億円を計上し、対前年度比８９億円の増。

• 災害復旧事業費は、令和４年７月１５日からの大雨により被災した道路や河川等の災害復旧費を予算化したことなどにより、１０９億円を計上

し、対前年度比２７億円の増。

○ 投資的経費は （対前年度比 ＋１１６億円（＋１０.５％） ）１,２２６億円

(単位：百万円)

令和4年度
当初予算額

令和5年度
当初予算額

増減額 増減率

A B C=B-A C/A

110,981 122,585 11,604 10.5%

102,852 111,722 8,870 8.6%

補 助 事 業 45,430 52,509 7,079 15.6%

単 独 事 業 47,717 51,119 3,401 7.1%

受 託 事 業 2,047 719 ▲1,328 ▲64.9% 

国 直 轄 事 業 7,657 7,375 ▲282 ▲3.7% 

8,129 10,863 2,734 33.6%

補 助 事 業 6,071 8,800 2,729 45.0%

単 独 事 業 408 403 ▲5 ▲1.1% 

受 託 事 業 60 60 皆増 

国 直 轄 事 業 1,651 1,600 ▲51 ▲3.1% 

投 資 的 経 費

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

項 目



Ⅴ 歳出の状況（一般会計）

○ 補助費等は （対前年度比 ▲４２９億円（▲１０.８％） ）３,５３３億円

その他の経費３

• 補助費等は、新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金の減などにより、３,５３３億円を計上し、対前年度比４２９億円の減。補助費等の歳出

全体に占める割合は３２.７％。

• 貸付金は、中小企業経営安定資金等貸付金の所要額を精査したことなどを踏まえ、１,２０３億円を計上し、対前年度比２０７億円の減。貸付金

の歳出全体に占める割合は１１.２％。

○ 貸付金は （対前年度比 ▲２０７億円（▲１４.７％） ）１,２０３億円

(単位：百万円)

項 目
令和4年度
当初予算額

令和5年度
当初予算額

増減額 増減率

A B C=B-A C/A

補 助 費 等 396,179 353,278 ▲42,901 ▲10.8% 

貸 付 金 141,057 120,336 ▲20,721 ▲14.7% 
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Ⅵ みやぎ財政運営戦略（第３期）の取組状況

財源確保対策1

• 財源不足を解消するため、みやぎ財政運営戦略（第３期）（令和３年２月

策定。対象年度：令和３年度～令和６年度）に基づき、歳入歳出両面に

わたる取組を着実に実施。

• 令和５年度は、必要性や優先度が高い事業への重点化などによる通常

事業の徹底的な見直しを行うなど、更なる財源確保対策を継続。

• 上記の対策を講じてもなお生じる財源不足１３０億円については、財政

調整基金の取崩しで対応。

県債残高２

• 適切に県債を活用し事業を推進する一方、特例的県債の発行抑制や

早期償還に努めることなどにより、県債残高（臨時財政対策債を除く）

が標準財政規模の２倍を超えないように適正管理。

財政調整関係基金残高３

• 歳入歳出両面にわたる取組の着実な推進と、決算剰余金や年度末の

執行残額を活用し、標準財政規模の １０％程度を目標に財政調整関

係基金残高の確保に努める。

（単位：億円）

行政運営のデジタル化と職員の働き方改革の推進 1 Ｗｅｂ会議の推進０.５億円

計 24

県有資産の活用 5
未利用地の売却・貸付１億円

特別会計等の資金活用４億円

予算削減率設定の継続と予算の質向上 16
事業の見直し９億円

予算削減率設定の継続７億円

安定した歳入基盤の確立 2
県税収入などの未収金の縮減１億円

広告掲載・ネーミングライツの一層の充実１億円

【令和５年度財源確保対策】

取　　組 効果額 主　　な　　内　　容

（単位：億円）

（単位：億円）

【令和５年度単年度の対策効果】

取　　組 効果額 主　　な　　内　　容

県有資産の活用 5
未利用地の売却・貸付１億円

特別会計等の資金活用４億円

予算削減率設定の継続と予算の質向上 9 事業の見直し９億円

計 9

予算削減率設定の継続と予算の質向上 7 予算削減率設定の継続７億円

安定した歳入基盤の確立 1 県税収入などの未収金の縮減１億円

行政運営のデジタル化と職員の働き方改革の推進 1 Ｗｅｂ会議の推進０.５億円

【前年度からの継続効果】

取　　組 効果額 主　　な　　内　　容

安定した歳入基盤の確立 1 広告掲載・ネーミングライツの一層の充実１億円

計 15

（単位：百万円，％）

※当初予算編成時点における普通会計ベース

区　　分 令和４年度 令和５年度

県債残高 1,485,683 1,471,589

県債残高（臨時財政対策債以外の残高） 894,053 910,574

標準財政規模比 187.1 190.5

（単位：百万円）

当 初 予 算
年 間 見 込

b
当 初 予 算

年 間 見 込
c

当 初 予 算
e

当 初 予 算
f

19,901 14,000 16,425 0 13,450 16,925 13,000 0

19,749 0 0 19,749 0

39,650 14,000 16,425 1 13,450 36,674 13,000 1

令和3年度
末現在高

a

令和4年度

令和4年度
末残高見込

d=a-b+c

財政調整基金
A

財政調整関係基金
A+B

県債管理基金
（一般分）

B

区　　　　　分 取崩額 積立額

23,675

令和5年度
末残高見込

g=d-e+f

令和5年度

取崩額 積立額

3,925

19,750


